
人権教育セミナー ・・・・・ P1 公共交通機関を活用した人権啓発広告等 ・・・・・ P19

園内研修支援事業 ・・・・・ P2 県立人権啓発センター　図書資料室の活性化 ・・・・・ P20

私立学校を対象とする訪問指導、研修会等 ・・・・・ P3 「人権啓発センターだより」の発行 ・・・・・ P21

「高知県安全教育プログラム」に基づく防災教育の実施 ・・・・・ P4 スポーツ組織等との協働イベントの開催 ・・・・・ P22

人権教育実践スキルアップ講座 ・・・・・ P5 「みんなで豊かな農林漁業」人権啓発委託事業 ・・・・・ P23～25

人権教育授業研究講座 ・・・・・ P6 福祉避難所の指定促進 ・・・・・ P26

人権教育主任連絡協議会 ・・・・・ P7

人権教育主任研修 ・・・・・ P8 ・・・・・ P27

市町村人権啓発担当者研修会の実施 ・・・・・ P9

市町村への事業委託による講演会や研修会等の実施 ・・・・・ P10 ・・・・・ P28

　「じんけんふれあいフェスタ」の実施 ・・・・・ P11 社会福祉施設の高台等への移転支援、避難スペースの整備促進 ・・・・・ P29

人権啓発研修ヒューマンパワー育成講座（企業対象）の実施 ・・・・・ P12 避難所運営訓練（HUG）の普及 ・・・・・ P30

人権啓発研修ハートフルセミナー（県民向け）の実施 ・・・・・ P13 支え合いの地域づくり事業 ・・・・・ P31

人権ふれあい支援事業 ・・・・・ P14 災害救助対策事業 ・・・・・ P32

（公財）高知県人権啓発センター講師による人権研修の実施 ・・・・・ P15 災害ボランティアセンター等体制強化事業（補助金） ・・・・・ P33

啓発用の冊子、資料、リーフレット、パネル等の作成・配布・展示 ・・・・・ P16 災害時の心のケア体制整備 ・・・・・ P34

人権啓発映画放映等事業・人権啓発スポット事業 ・・・・・ P17 災害時のボランティアの派遣体制の整備 ・・・・・ P35

人権課題に関するコラムの新聞掲載 ・・・・・ P18 （公財）高知県人権啓発センターにおける人権相談の実施 ・・・・・ P36

こうち防災備えちょき隊の派遣による防災対策の促進・BCP策定
支援講座の開催等

社会福祉施設の耐震化の促進、施設改修等及び高台移転等へ
の支援

10 災害と人権



1

受講希望者が定員を満たすよう周
知する必要がある。

講演会の実施(10講座）
　7/30：女性、子ども、災害と人権
　8/4：高齢者・インターネットによる
　　　　人権侵害
　8/5：外国人・子ども
　8/19：同和問題
　8/26：障害者、HIV感染者等

・講演会の実施
　8/4：外国人、インターネットと人
　　　　権
　8/7：障害者、災害と人権
　8/18：子ども、同和問題
　8/26：高齢者、その他（性同一性
　　　　　障害）
　8/27：HIV感染者等、犯罪被害者
　　　　　等
・実践につながるよう、講演だけで
なく演習も組み込む予定

平成26年度当初予算：

 インターネットによる人権侵害 　災害と人権

該当する
人権課題

 子ども

7/30：講演「震災女性と子どもたち～避難所
　　　生活・ＤＶ・そして今～」（女性、子ども、
　　　災害と人権）
8/5：講演「人権教育の今、ここから～子ども
　　　たちにラブレターを書こう～」（子ども）
　　　講演「壁を両側から越えるために～
　　　歌でたどる日本近現代史～」(外国人）
8/19：講演①「同和問題から学ぶ」、
　　　 講演②「部落史に学ぶ２」（同和問題）
8/26：講演「通常の学級における特別支援教
　　　 育の進め方」（障害者）
8/26：講演「いのち、響きあって～ＡＩＤＳを通
　　　　して生と人権を考える～」（HIV感染者
　　　 等）
・8/4実施予定の研修は、台風による避難勧
　　　告等により中止
・ハンセン病元患者の人権については、事業
のねらいに合う講師の情報を得ることができ
ず、実施していない。

● 受講者数
　7/30：61人（女性）
　8/5：55人（子ども・外国人）
　8/19：59人（同和問題）
　8/26：85人（障害者・HIV感染者
等）
○振り返りシートの５段階評価の平
均は4.3となっており、なかでも「新
しい情報を得ることができたか」が
4.5と最も高く、次いで「自己の課題
意識に応える内容になっていたか」
「意欲的に取組めたか」が4.3で
あった。

評価（C)

・ほとんどの講座が講演だった
こともあり、「演習や受講者の気
づきや思いを共有する場があ
ればよかった」「講演を一日聞く
ことは大変だった」という意見が
あった。一方で講師の話をもっ
と聞きたいとの思いから「もう少
し時間がほしい」「もっと長時間
ゆっくりと聞きたい」などの意見
もあった。
また、「人権問題について新し
い知識や情報を得ることができ
た」「自分自身の感性を磨くこと
ができた」「差別や偏見の現状
を知り、正しい知識を子どもたち
に教えていきたい」という受講者
が大変多かった。次年度に向け
ては、講演内容・時間等を講師
としっかり打ち合わせを行い、
受講者が人権感覚を高め、実
践に生かされるように実施して
いきたい。

平成27年度当初予算： 745千円

実施上の課題

 HIV感染者等

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

 高齢者  障害者

実施上の課題

 外国人  犯罪被害者等

計画（P)

228千円

計画に対する実績

実行（D)

●アウトプット ・ ○アウトカム

 同和問題  女性

取組名

各人権問題を正しく認識できる
教職員が、積極的に人権課題の
解決に向けて取組を進める。

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

教育センター担当課人権教育セミナー

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

セミナー受講者：80人以上（女性
のみ50人以上）

・差別落書きや差別発言は減りつつも残っており、また、インターネッ
トでの差別事象は多く、同和問題に関する差別意識は根強く残って
いる。また、いじめや虐待などにより命を失う事例は後を絶たず、子
どもに対する人権侵害は、深刻な状態となっていること等から、各人
権課題を正しく認識できる教職員の育成が必要である。
・研修への参加者は人権課題によって数のばらつきがあることに加
え、参加者が固定化している傾向がある。
・新しく追加された「犯罪被害者等」「インターネットによる人権侵害」
「災害と人権」については、研修の機会がほとんどなく、課題意識が
大きく異なることが考えられる。

取組
内容

10の人権課題ごとに、先進的な情報を提案出来る講師による講演会
を実施する。

現状と課題
（平成25年度末）

受講希望者が定員に達せず、再募
集を行う。

 ハンセン病元患者等

「人権教育セミナー」実施  



園内研修支援事業 担当課 幼保支援課取組名

平成29年度 平成30年度

 障害者  HIV感染者等

 ハンセン病元患者  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害

 同和問題
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平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成30年度の目指すべき姿

（平成25年度末）

生活のなかで乳幼児の興味や欲求に基づ
いた直接的・具体的な体験を通して、人権
意識の基礎を育む保育・教育が行われる。

取組
内容

園内研修支援事業の実施
【園内研修支援】
　幼保支援課指導主事、幼保支援アドバイザー等を保育
所・幼稚園等が行う園内研修等に派遣することで、保育所・
幼稚園等に勤務する臨時職員・パート職員等の研修の機会
を保障するとともに、実施園の保育・教育の質の向上を図
る。
【ブロック別研修支援】
　県内１３ブロック、１３園において、１年間を通して園の保
育・教育課題に応じた研修支援を行う。さらに、「ブロック別
研修会」を開催し、ブロック内の保育所・幼稚園等へその成
果の普及を図る。

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

【園内研修支援】
実施園アンケート
・園内研修支援は保育実践の参考になった
80％
・今後も園内研修を継続する　90％
【ブロック別研修支援】
公開保育へのブロック内参加市町村率
100％
園内研修支援＋ブロック別研修支援130回

現状と課題
各保育所・幼稚園等で自主的・計画的な研修が十分に行わ
れておらず、職員が相互に実践力を高めていく体制が弱
い。

 女性  子ども  高齢者

　災害と人権

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

該当する
人権課題

・園内研修支援：新規園13園
・13ブロックでの公開保育の実施13
園、公開保育への市町村参加率
100%、公開保育へのミドルリーダー参
加率　100%
・園内研修支援＋ブロック別研修支援
130回

・園内研修支援
　実施回数：139回
　実施園数：68園
　新規園：11園
・ブロック別研修支援
　実施回数：87回

●公開保育への市町村参加率　100%
 　公開保育へのミドルリーダー参加率　100%
○園内研修実施後のアンケート結果
　　・参考になった　100%
　　・今後も引き続き園内研修を実施する　98.6%
○ブロック別研修支援
　公開保育後の参加者アンケート結果
　　・本研修会が参考になった　100%
　　・公開保育実施園がブロック別研修で向上・
　　　改善した点（上位3つ）
　　　　「保育者の援助」93.8%
　　　　「環境構成の在り方」　87.7%
　　　　「幼児理解」84.9%

各園の研修テーマや
課題に合わせた園内
研修支援を実施したこ
とにより、園内研修支
援後、ブロック別研修
での公開保育後共に
「研修が参考になっ
た」と回答した園が
100％になっているこ
とから、園内研修が
日々の保育に生きる
ものとなっている。

○園内研修支援実施園アンケート
・園内研修支援は保育実践の参考に
なった80％
・今後も園内研修を継続する90％
○13ブロックでの公開保育の実施１３
園
・公開保育への市町村参加率　100%
・公開保育へのミドルリーダー参加率
100%
○園内研修支援＋ブロック別研修支援
130回

平成26年度当初予算： 2,729千円 平成27年度当初予算： 3,847千円

実施上の課題 実施上の課題

それぞれの地域で、園の保育・教育課
題に基づいた実践を日常的・継続的に
行う仕組みを構築する必要がある。

それぞれの地域で、園の保育・教育課
題に基づいた実践を日常的・継続的に
行う仕組みを構築する必要がある。

園内研修支援の実施 

ブロック別研修支援（13ブロック13園）の実施 
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・私立学校への訪問指導（各校定
例４回）
・研修会等の開催、支援（県主催３
回、高知県私立小中高等学校人権
教育研究協議会主催４回）

平成26年度当初予算： 2,763千円 平成27年度当初予算： 2,774千円

・私立学校への訪問指導（各校６
回）
・研修会等の開催、支援（県主催３
回、高知県私立小中高等学校人権
教育研究協議会主催４回）

・私立学校への訪問指導：のべ60回
・県主催研修
　管理職研修：5/30
　人権教育基礎研修：8/7
  人権教育主任研修会：10/16
・高知県私立小中高等学校人権教育
研究協議会主催研修：６回（5/30、
8/28×２回、10/11、11/20、3/6）
　

●参加人数：のべ443人
　人権担当以外の方の参加人数が増加した。
○アンケートの自由記述欄には「具体的でよ
かった」「今後の授業づくりに活かしていきたい」
といった意見が多かった。

アンケート結果からは、
参加者の意識啓発を図
る効果が大いにあったと
考えられる。

実施上の課題 実施上の課題

社会情勢や各学校の課題やニー
ズを把握した上で訪問指導や研修
会を開催する必要がある。

研修日の日程調整や各学校への
研修参加への要請に苦慮する

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

 障害者  HIV感染者等

 ハンセン病元患者等

人権教育指導員による私立学校への訪問指導、私立学校教職員に
対する研修会等を実施する。

 外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害 　災害と人権

各学校の要請に応じた指導、職
制や段階に応じた体系的な研修
の実施等により、各私立学校に
おける人権教育の推進に寄与し
ている。

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

－

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者

（平成25年度末）

取組
内容

取組名 私立学校を対象とする訪問指導、研修会等 担当課 私学・大学支援課

私立学校人権教育指導業務を委託し、人権教育指導員による私立
学校への訪問指導の実施、私立学校教職員に対する研修会の開催
等により、私立学校における人権教育の推進を図っている。
社会情勢や各学校の要請に応じながら継続した取組が必要。

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

現状と課題

訪問指導、研修会等の開催 



子どもたちが災害時に自分の命
だけでなく、他者の命や人権も大
切にできる力を身に付けている。

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

高知県安全教育プログラム（震
災編）に基づく防災教育実施率
100％

取組名 「高知県安全教育プログラム」に基づく防災教育の実施 担当課 学校安全対策課

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

 HIV感染者等

 ハンセン病元患者等

（平成25年度末）

取組
内容

防災教育の教職員用指導資料として平成25年3月に策定した「高知県
安全教育プログラム（震災編）」には、自他の生命や人権の尊重につ
いて考えさせる学習も含まれているが、プログラムに基づく防災教育
の取組は学校により格差がある。

高知県安全教育プログラム（震災編）に基づく防災教育の実施を防災
教育研修会等で徹底

現状と課題

受講者は積極的に取り組んでいる
が、校内への伝達の段階で格差が
ある。

実施上の課題

 インターネットによる人権侵害 　災害と人権

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者  障害者

研修会を県内３か所で４回開催す
る

・研修会の実施：４回
　中部地区Ａ：７/31・高知城ホール
　東部地区：8/1・安田町文化センター
　中部地区B：8/7・高知城ホール
　西部地区：8/8/ふるさと総合センター
・防災の学級活動の展開例作成・配布

●研修会 参加者数：565人
　中部地区Ａ：174人
　東部地区：122人
　中部地区B：141人
　西部地区：128人
○アンケートの感想欄には、 「実際の被災者か
らの話が心に残った」「これからの実践における
参考になった」といった記載が多かった。

アンケート結果からは、
防災教育の意識啓発を
図る効果は大いにあった
と考えられる。
学級活動で防災の授業
を実施するうえでの指針
となった。

実施上の課題

受講者の取組姿勢に差があり、校
内での伝達研修にまで繋がらない
学校がある

平成26年度当初予算： 18,226千円

●アウトプット ・ ○アウトカム

 外国人  犯罪被害者等

平成27年度当初予算： 15,710千円

研修会を県内３か所で４回開催す
る

4

「高知県安全教育プログラム」に基づく防災教育の実施 
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取組名 人権教育実践スキルアップ講座 担当課 教育センター

人権学習の進め方については転換期にあり、これまでのように特別に
時間を取って実施するのではなく、通常の授業の中で各人権課題に
取り組むことが重要視されている。
人権教育の重要性を認識しつつも、学習指導要領の趣旨に沿った授
業となっていない事例がある。

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

現状と課題 各人権問題について、各校の実
態に即した人権学習を展開でき
るリーダー的役割を担う実践者
が育っている。

（平成25年度末）

取組
内容

受講者自らが設定したテーマに対し、授業計画や学習指導案の作成
についての講座を実施する。

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

総合評価の５件法で４以上

 女性  子ども  高齢者

　災害と人権

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

該当する
人権課題

 障害者  HIV感染者等

 ハンセン病元患者等  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害

 同和問題

・人権教育実践スキルアップ講座
（Ⅰ期・Ⅱ期）の実施
・授業での実践に対する支援
・人権教育課との情報連携

Ⅰ期：7/23,24
　内容：学習指導案作成に向け
　　　　　た講座、演習
Ⅱ期：12/26
　内容：実践発表、講義・演習
　講師：愛媛大学教育学部
　　　　 城戸准教授

●参加者：Ⅰ期：７人、Ⅱ期45人
○Ⅰ期の振り返りシートの５段階評価の
平均は4.5であった。評価項目の「意欲的
な実践につながる助言や支援がありまし
たか」が4.9と最も高く、「進行の説明はわ
かりやすかった」「研修内容に満足できま
したか」が4.6であった。

○Ⅱ期の振り返りシートの５段階評価の
平均は4.4であり、なかでも「自分の実践に
役立つ内容がありましたか」が4.5と最も高
かった。
また、「人権教育の視点を加えた特別活動
の在り方について勉強できた。明確なビ
ジョンを持つことの大切さ、事前事後指導
の重要性等、参考になった。今後に生かし
ていきたい」といった意欲的な感想が多く
みられた。

・教科、領域の中で人権教育を推進し
ていくことを受講者に確認、共有でき、
また実践に生かせる研修内容となっ
た。
・人権教育をさらに広げ、実践していく
ために受講者が増えるように内容を検
討する。また、個別的な人権課題を教
科、領域の中でどう関連付けていくの
か、内容、時間等について研究、検討
する必要がある。
・振り返りシートの評価からも参加して
もらえば受講者にとっても意味のある
研修になることがわかるので、少しでも
多くの受講者に本研修の良さを理解し
てもらうためにも内容を充実させ、各研
修等での紹介、呼びかけをしていく必
要がある。

・人権教育実践スキルアップ講座
（Ⅰ期・Ⅱ期）の実施
・授業での実践に対する支援
・人権教育課との情報連携

平成26年度当初予算： 95千円 平成27年度当初予算： 107千円

実施上の課題 実施上の課題

受講希望者が定員に達せず、再募
集を行う。

・県内外の実践に関する情報収集
が必要である。
・Ⅱ期を実施する日の設定が難し
い。

「人権教育実践スキルアップ講座」実施  



（平成25年度末）

平日の開催及び会場校への距離
が原因となり、参加者が限られる。

該当する
人権課題

受講者を増やすよう周知する必要
がある。

・公開授業及び研究協議の実施
（東部、中部、西部各１校）
・学習指導案作りに対する支援

実施日：9/18 城山高校、11/20 大正
中、11/21 大月小

● 参加者：城山高校 10人、大正中 12人、大月
小 10人
　　各教科等で行う人権学習の授業を参観し、事
後の協議において、これからの人権学習の在り
方について考えることができた。
○評価項目の「各教科等で人権学習を行なうた
めの参考になりましたか」は、５段階評価での平
均が4.6だった。

アンケートからは、各教
科等での人権学習の参
考になり、研修内容に満
足したとの評価を得られ
た。
人権教育課の協力もあ
り、各教科等のねらいを
第一義にしながら、人権
教育のねらいも達成する
授業の在り方を協議でき
た。
平日に開催するため参加
者が少なくなりがちだが、
土日等への変更は難し
い。

153千円 平成27年度当初予算： 149千円

実施上の課題 実施上の課題

県内３会場において授業研究と研
究協議、実践交流を実施。

平成26年度当初予算：

　災害と人権 犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

 HIV感染者等

 ハンセン病元患者等  外国人

 同和問題  女性  子ども  高齢者  障害者

取組名 人権教育授業研究講座 担当課 教育センター

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

現状と課題

6

人権教育主任の主な役割は、校内の人権教育の推進であるが、組織
マネジメントの意識が十分ではない状況が見られるとともに、全員が
人権課題に対して十分な知識や経験を有しているとはいえない状況
にある。
（連絡協議会の平成25年度研修満足度：80.3％）

取組
内容

小・中・高の各校種別に人権学習の公開授業及び研究協議による研
修を実施する。

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

総合評価の５件法で４以上

各人権問題について、人権学習
の進め方を各校が共通理解し、
効果的な実践が行われている。

計画（P)
実行（D)

評価（C)

「人権教育授業研究講座」実施  「人権教育授業研究講座」実施  
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現状と課題
（平成25年度末）

取組
内容

　　人権教育主任の組織マネジメントについての研修を実施

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

研修満足度80％以上

取組名 人権教育主任連絡協議会 担当課 人権教育課

 子ども  高齢者  障害者  HIV感染者等

 ハンセン病元患者等  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害

人権教育主任の主な役割は、校内の人権教育の推進であるが、組織
マネジメントの意識が十分ではない状況が見られるとともに、全員が
人権課題に対して十分な知識や経験を有しているとはいえない状況
にある。
（連絡協議会の平成25年度研修満足度：80.3％）

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

各校において、人権教育推進の
ためのPDCAサイクルが確立す
るとともに、各人権課題の現状を
正しく把握し人権学習の在り方を
校内で積極的に推進できる。

　災害と人権

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

・連絡協議会を５回（小中学校４回、
県立学校１回）開催する。
・組織的に人権教育を推進するた
めのPDCAサイクルを意識した研修
内容を実施する。

実施日
　県立学校　5/19
　小・中学校 東部　5/23
　　 　　　　　　土長南国吾川　5/27
　　 　　　　　　高岡　5/30
　　 　　　　　　西部　6/3
・教育センター主催の人権教育主任研
修と関連させ、人権教育推進のための
マネジメント研修を実施。

● 参加者
　県立学校　65人
　小・中学校 東部　62人
　　 　　　　　　土長南国吾川　55人
　　 　　　　　　高岡　64人
　　 　　　　　　西部　62人　　計308人
●人権教育主任連絡協議会への参加者は308人
であり、人権教育主任の職務内容や組織マネジ
メントの重要性について周知することができた。
●人権教育推進アクションシートの活用により、
PDCAサイクルを意識した組織的な取組につな
がった。

・参加者の研修に対する
満足度は79％で、目標の
80％には届かなかった。
・学校における組織的な
人権教育の推進に向け
て、人権教育主任が組織
マネジメントの考え方を意
識して、取り組むことがで
きつつある。
・学級担任や教科担任が
職務を兼ねており、人権
教育主任の動きが明確に
なっていない参加者もい
る。
・人権教育主任の経験年
数に応じた研修内容の工
夫が必要である。

・連絡協議会を５回（小中学校４回、
県立学校１回）開催する。
・組織的に人権教育を推進するた
めのPDCAサイクルを意識した研修
内容を実施する。
・研修の成果を客観的に把握できる
仕組みを検討する。

平成26年度当初予算： 596千円 平成27年度当初予算： 664千円

実施上の課題 実施上の課題

学校の人権教育を進めるために、
人権教育主任がどう動くかを意識さ
せる必要がある。

組織的に人権教育を進めるため
に、人権教育主任に組織マネジメン
トの考え方を意識させる必要があ
る。

該当する
人権課題

 同和問題  女性

「人権教育主任連絡協議会」実施  



（平成25年度末）

実施上の課題 実施上の課題

人権教育主任連絡協議会との連携
を図る。

665千円

・人権教育主任連絡協議会との連
携を図る。
・組織マネジメントに取組みやすい
環境づくり

・人権教育主任連絡協議会での研
修を５回開催する（小中学校４回、
県立学校１回）。
・人権教育主任研修を５回開催する
（小中学校４回、県立学校１回）。

・人権教育主任連絡協議会 実施日
県立学校：5/19
小・中学校：東部5/23、土長南国吾川
5/27、高岡5/30、西部6/3
・人権教育主任研修 実施日
県立学校：東部1/20、中部1/26、西部
1/27
小学校：東部2/4、中部①2/6、中部②
2/10、西部2/16
中学校：東部2/19、中部2/24、西部
2/17

● 参加者：小学校156人、中学校137人、県立学
校65人（参加率：100％）
実践交流等により、自校の人権教育の在り方を
考えることができた。
○評価項目の「自校の教育実践に生かせる内容
であったか」は、５段階評価での平均が4.6だっ
た。

・人権教育主任全員が参
加する研修であることか
ら、継続的に実施するこ
とで県全体の人権教育推
進に向けた組織マネジメ
ント力の向上が期待でき
る。
・個別的な人権課題に対
する取組に当たっての基
本的な考え方や観点を踏
まえた効果的な授業を創
造する必要がある。
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 ハンセン病元患者等  外国人

・連絡協議会での研修を５回開催す
る（小中学校４回、県立学校１回）。
・人権教育主任研修を５回開催する
（小中学校４回、県立学校１回）。

平成26年度当初予算：

 同和問題  女性  子ども  高齢者  障害者
該当する
人権課題 　災害と人権 犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

489千円 平成27年度当初予算：

現状と課題

 HIV感染者等

担当課 教育センター

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度
人権教育主任の主な役割は、校内の人権教育の推進であるが、組織
マネジメントの意識が十分ではない状況が見られるとともに、全員が
人権課題に対して十分な知識や経験を有しているとはいえない状況
にある。
（連絡協議会の平成25年度研修満足度：80.3％）

取組
内容

・人権教育を推進するためのPDCAサイクルによる取組を実践すると
ともに組織マネジメントについて学ぶ研修を実施する。
・人権教育主任の指導力向上を図るため、人権課題や人権学習につ
いての情報提供や他校との情報交換が行える機会を提供する。

取組名 人権教育主任研修

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

総合評価の５件法で４以上

平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

各校において、人権教育推進の
ためのPDCAサイクルが確立す
るとともに、各人権課題の現状を
正しく把握し人権学習の在り方を
校内で積極的に推進できる。

「人権教育主任研修」実施  



現状と課題
（平成25年度末）

人権施策の実施において連携を図
るため、各市町村から、教育行政人
権教育担当者と人権啓発担当者が
共に研修会に参加してもらう必要が
ある。

教育行政人権教育担当者及び人
権啓発担当者のニーズや課題の把
握が必要である。

・研修会 実施日：東部：5/12、　中部：
5/13、西部：5/16
・内容：関係各課からの事業説明、市
町村との連携の事例発表（NPO法人高
知こどもの図書館）、班別協議

●参加者数：東部 20人、中部 38人、西部：14人
○アンケートで「良かった」「まあまあ良かった」と
回答した割合は、事業説明：97％、事例発表：
94％、班別協議：88％であった。
また、新しい発見や気づきは「あった」「まあまあ
あった」が94％、今後の仕事に生かせることが
「あった」「まあまああった」が94％であった。

全ての市町村から参加が
あり、参加者数も昨年度
（32人）を上回った。
参加者からの評価も高い
が、関係機関と連携して
より有益なものとなるよう
内容を工夫していく。

・研修会の実施（県内３会場）
・国施策の説明のために法務局に
も参加してもらって実施する。

平成26年度当初予算： 156千円 平成27年度当初予算： 334千円

実施上の課題 実施上の課題

人権が尊重される社会づくりを推進するため、人権課、（公財）高知県
人権啓発センター、県教委人権教育課の３者で市町村担当者への研
修会を年度当初に実施している。現状は、行政説明が中心だが、今
後は、市町村担当者のスキルアップにつながる内容にしていくことが
必要である。

市町村の担当者が、人権施策を
推進していくための知識とスキル
を身に付けている。

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

－

 HIV感染者等

・研修会の実施（県内３会場）

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

 ハンセン病元患者  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害 　災害と人権

取組
内容

市町村の人権担当職員に対するスキルアップ研修会の実施

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者  障害者

9

取組名 市町村人権啓発担当者研修会の実施 担当課 人権課

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

市町村人権啓発担当者研修会の実施 



現状と課題
（平成25年度末）

・より効率的・効果的な取組に努め
る。
・事業実施後に効果検証を実施し、
その検証結果を踏まえ、啓発活動
の改善を行う。
（アンケート、関係者等へのヒアリン
グ調査等）

より効率的・効果的な取組に努め
る。

 人権啓発活動市町村委託事業 実施
市町村数：34

●講演会・研修（実施市町村数：22）
同和問題（７）、女性（３）、子ども（５）、高齢者
（３）、障害者（３）、ハンセン病元患者（１）、その
他（19）
　（　）は実施講演・研修数
※HIV感染者等、外国人、犯罪被害者等、イン
ターネットによる人権侵害、災害と人権をテーマ
とした市町村は無かった。

●人権の花運動（実施市町村数：34）
児童が協力しながら花苗等を育成することで、協
力、感謝することの大切さを学び、思いやりの心
を体得させ人権思想を育むことができた。

●その他（実施市町村数：16）
人権フェスティバル（６）、啓発物品等の作成・購
入等（８）、資料作成（１）、地域総合情報誌掲載
（１）
（　）は実施市町村数

継続して実施する必要が
ある。
「講師の選択や広報手段
が参加者数に直結してい
る」「参加者数の減少、固
定化の傾向があるため、
講師の選定や開催日等
工夫が必要である」等、
各市町村で共通した課題
がみられる。

・34市町村全てに継続した事業委
託を行う。
・効果検証方法の提案や参考資料
の提供を行い、より効果的・効率的
な啓発活動の改善を促す。

平成26年度当初予算： 15,500千円 平成27年度当初予算： 16,128千円

実施上の課題 実施上の課題

平成25年度現在、33市町村（97％）に事業委託を行っており、今後は
県内全ての市町村で委託事業が実施され、人権啓発のための取組
が行われるようにしていく必要がある。 県内全ての市町村において人権

に関する委託事業が実施され
る。

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

県内100％の市町村において人
権に関する委託事業の実施とな
る。

 HIV感染者等

・平成26年度現在、34市町村
（100％）に事業委託を行っている。
・人権尊重思想の普及啓発を図り、
基本的人権の擁護に資するため、
住民を対象とする講演会や研修会
等を実施する。

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

 ハンセン病元患者等  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害 　災害と人権

取組
内容

市町村への事業委託による各市町村での講演会や研修会等の実施

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者  障害者

10

取組名 市町村への事業委託による講演会や研修会等の実施 担当課 人権課

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

市町村への事業委託による講演会や研修会等の 

実施 



取組
内容

県民参加型の人権啓発イベント「じんけんふれあいフェスタ」を実施す
る。
また、効果的な周知方法となるよう工夫する。

該当する
人権課題

12/7に開催。ステージや体験コーナー等を展開し、県民
参加型の明るく楽しい内容の取組を実施した。

【各人権課題ごとの啓発内容】
・同和問題、女性：パネル展示
・子ども：子ども条例リーフレット配布及び子ども条例啓
発パネル展示
・高齢者：コールセンターチラシの配布、介護相談受付
・障害者：タウンモビリティの実施（車イス・シルバーカー
等の貸出）、ボランティアの付添い、こうちあったかパー
キング普及啓発コーナー、ポスター・チラシの配布
・HIV感染者等：相談受付、パネル・ポスター・資料展
示、チラシの配布（思春期相談・性感染症・エイズ）
・ハンセン病元患者等：ハンセン病元患者の詩人・塔和
子の詩のパネル、詩集等の展示、チラシの配布
・外国人：外国人との多文化共生についてのパネル展
示等
・犯罪被害者等：パネル・資料展示
・インターネットによる人権侵害：啓発資料とパネル展示
・災害と人権：パネル・資料展示
自殺予防のパネル・ポスター・パンフレットの展示

 犯罪被害者等 ハンセン病元患者等  外国人

8,122千円平成26年度当初予算：

実施上の課題

・実行委員会で内容の検討を行い、
県民の理解が深まるものにする。
・展示のみでなく、説明ができるよう
に当日の人の配置も検討する。

・実行委員会で内容の検討を行い、
県民の理解が深まるものにする。
・展示のみでなく、説明ができるよう
に当日の人の配置も検討するととも
にボランティアを確保する必要があ
る。
・障害保健福祉課と連携した開催と
なるよう工夫する。
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平成27年度当初予算：

 同和問題  女性  子ども

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

・12月７日開催予定
・各人権課題に関するパネル展示
等による啓発を行う。

● 来場者数：7,000人
　子どもから高齢者までの幅広
い年齢層に啓発することができ
た。
○アンケートで「人権問題への
関心や理解」が「たいへん深まっ
た」「まあまあ深まった」が90％を
占めた。また、「行動化への思
い」は、「偏見や差別をしない」
「知識を深めたい」「他の人権の
イベントに参加したい」など、前
向きな姿勢を示したものが91％
を占めた。

・ステージ・会場内の催し
に多くの来場者があり盛
況であった。学生ボラン
ティア等のスタッフ数の増
加もあり、手厚く対応でき
た。
・高知県人権施策基本方
針の人権課題を全て啓発
することができた。
・障害保健福祉課のイベ
ントと重なった。同日開催
となる場合、連携・協力が
必要である。

・12月６日（日）高知市中央公園で
開催予定
・参加体験型フェスティバルにする。

8,169千円

実施上の課題

 インターネットによる人権侵害 　災害と人権

身のまわりにある、さまざまな人権問題について、県民に理解と関心
を深めてもらうとともに、一人ひとりが人権問題の解決にむけて自らの
課題として取り組めるよう、人権週間（12月４日～10日）を周知するとと
もに、「明るく、楽しく」を基本とした人権啓発事業を市町村等の関係機
関と協力して実施している。
今後は、個別の人権課題を含む人権全般に関する県民の正しい理解
と認識を深めるために内容等をさらに充実していく必要がある。
平成25年度参加者数：9,100人

（県民の）「人権」に対する正しい
理解と認識が高まる。

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

・「じんけんふれあいフェスタ」の
参加者数：9,200人以上
・参加者の「人権課題への理解
が深まった」の割合：80％以上

 障害者

平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

 HIV感染者等 高齢者

取組名 　「じんけんふれあいフェスタ」の実施 担当課 人権課

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度

現状と課題
（平成25年度末）

「じんけんふれあいフェスタ」の実施及び効果的な宣伝の 

工夫 



●管理職等研修：受講者85人
●一般職研修：受講者28人
○アンケートで「企業の社会的責任と人権」への
理解が「たいへん深まった」「まあまあ深まった」
が管理職等で94％、一般で90％を占めた。

実施上の課題

ニーズや課題を把握したうえで、内
容を十分検討し、講師と打合せを
行う。

 障害者

平成30年度

実際に企業の社会的責
任、特に人権を大切にし
ている企業の事例発表が
具体的であったことから、
受講者の満足度につな
がった。

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

 ハンセン病元患者等  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害 　災害と人権

1,099千円

実施上の課題

・把握したニーズや課題を元に内容
を十分検討し、企画・立案する。
・高知県内企業の事例発表も取り
入れるよう情報収集する。
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平成30年度の目指すべき姿

取組
内容

企業等の社会的責任と人権についての研修講座を開催し、人権の視
点を企業・団体等の活動に取り入れる重要性について、管理職と人権
啓発担当者向けに実施する。

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者

研修受講者が企業内の人権リー
ダーとなり、研修で学んだことが
社内の職場や顧客対応などに生
かされるようになる。

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

受講者の「会社での啓発実践に
取り組みたい」の割合：80％以上

 HIV感染者等

管理職等研修と一般職（人権担当）
研修を各１回実施する。

・管理職等研修と一般職（人権担
当）研修を各１回実施する。
・地域ごとのニーズや課題の把握
につなげるため、各地域の企人連
と連携して実施する。

平成26年度当初予算： 1,091千円

・管理職等研修：7/24
・一般職研修：9/4

平成27年度当初予算：

取組名 人権啓発研修ヒューマンパワー育成講座（企業対象）の実施 担当課 人権課

企業の社会的責任の大きな柱である人権の視点を持って企業力を高
め、所属する企業、団体内外での人権啓発活動を通して、人権尊重
の社会づくりに寄与するリーダーや中堅人材を育成している。
今後は、研修内容を充実させていくことや参加者の自社企業への還
元などが課題である。
平成25年度実績：５回、参加者の満足度 88.7％

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度

現状と課題
（平成25年度末）

ヒューマンパワー育成講座（企業対象）の実施 



現状と課題
（平成25年度末）

ニーズや課題、講師等の情報収集
に努める。

効果的な広報を行い、来場者を増
やす。
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ハートフルセミナーの実施（３回予
定。うち、１回を高知市以外で実施
する予定。）

平成26年度当初予算： 1,210千円 平成27年度当初予算： 1,174千円

実施上の課題 実施上の課題

（県民の）「人権」に対する正しい
理解と認識が高まる。

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

参加者の「個別の人権課題への
理解が深まった」の割合：80％以
上

 HIV感染者等

ハートフルセミナーの実施（5回） ・6/28：「松本サリン事件～疑惑は晴れ
ようとも～」（犯罪被害者等）
・8/23：「食卓から始まる『生教育』」（子
ども）
・9/27：「性犯罪被害にあうということ」
（女性）
・10/18：「発達障がいの凸凹～『でき
る』を活かそう～」（障害者）
・11/22：「性的マイノリティもいきいきと
働ける社会をつくろう」（その他の人権
課題（性的指向））

●講座参加者数 6/28：145人、8/23：54人、9/27
：85人、10/18：145人、11/22：51人
○アンケートで「新しい気づきや発見」が「大いに
あった」「まあまああった」が94～100％を占めた。
また、「これからも、思いもよらない（自分が興味
を持つことだけでなく）勉強をさせていただける場
所として、とても楽しみにしています」といった感
想もあった。

・当事者または支援者の
視点で事例紹介を行うな
ど理解しやすい講座内容
としたことが高評価につ
ながった。
・高知市以外での開催も
検討する必要がある。
・参加者からの評価は高
いものの回数に限りがあ
ることから、さまざまな人
権課題をテーマとできる
よう複数年にわたる計画
を立てる必要がある。

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

 ハンセン病元患者等  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害 　災害と人権

取組
内容

身近な人権課題をテーマとした研修会を実施する。

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者  障害者

取組名 人権啓発研修ハートフルセミナー（県民向け）の実施 担当課 人権課

人権問題に対する興味関心を高め、人権尊重の職場づくり、地域社
会づくりに資する人材を育成することを目的に県民・企業等を対象に
人権啓発にかかわる研修講座を開催している。
今後は、研修内容を充実させていくことと、基本方針の改定によって
新たに追加した３つの個別の人権課題も含めて実施していくことが必
要である。
平成25年度：５講座開催　参加者の満足度　90.2％（５講座平均）

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

講演会の実施及び効果的な宣伝の工夫 



現状と課題
（平成25年度末）

人権意識向上のため、民間団体が自ら企画立案して実施する「講演
会」「ふれあい交流」等の事業実施に要する経費の一部を支援してい
る。
今後は、支援団体の対象を年々増やしていく必要がある。
平成25年度支援実績：11団体

 外国人

広報活動を充実し、応募数を増や
して多様な活動を支援する。
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数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

事業全体のなかで、新たな取組
を実施する団体を年間３団体以
上支援する。

平成28年度 平成29年度

　災害と人権

 高齢者  障害者

職場や地域などで主体的に人権
に関する学習ができる環境の基
盤づくりが整う。

平成26年度の取組状況

・募集に関する広報
・支援の実施

 犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害

●支援団体数：８団体 民間団体が自主的に企
画運営を行うことから、地
域に合った啓発活動が実
施でき、効果が高いと思
われる。

　【実施テーマ別団体数】

同和問題：５団体、女性：５団体、子ども：７団
体、高齢者：６団体、障害者：６団体、外国人：
２団体
※ HIV感染者等、ハンセン病元患者等、犯罪
被害者等、インターネットによる人権侵害、災
害と人権：無

○企画した実施団体を含め、人権への理解が深
まった、また、一過性の取組とせず、実施成果を
今後の啓発等に生かしていきたいとの報告が全
ての支援団体から寄せられた。

さまざまな団体から応募があるよう
広報活動を充実する必要がある。

・支援先に市町村を追加した。
・チラシ等の配付先も検討し、自主
的に行う人権意識の普及・高揚を
目的とした交流体験等を支援する。

平成26年度当初予算： 2,087千円 平成27年度当初予算： 1,483千円

・ 高知新聞「県からのお知らせ」（5/1）
掲載
・テレビ・ラジオでの広報（読上げ）：
4/10～6/28

実施上の課題実施上の課題

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

取組
内容

県内のNPOやボランティアグループ等の民間団体を対象とした助成
事業を実施する。

該当する
人権課題

 同和問題

取組名 人権ふれあい支援事業

 女性  子ども

 ハンセン病元患者等

 HIV感染者等

担当課 人権課

平成26年度 平成2７年度

「民間団体への助成事業」の実施と県民への周知 



インターネット 意見：「子どもの時期から認識を深めること
が 大切である」

・研修講師の派遣
・事業のPR

・県内各地の企業や団体
等への研修講師の派遣
研修回数：181回（うち同
和問題：36回、女性：５
回、子ども：９回、高齢
者：23回、障害者：19回、
HIV感染者等：６回、ハン
セン病元患者等：６回、
外国人：２回、犯罪被害
者等：２回、インターネッ
ト：１回、災害と人権：４
回）
・市町村担当者会、講座
等の機会を活用し、講師
派遣事業のチラシを配布
した。

● 受講者数：7,761人 ・受講者がより理解しや
すいよう参加体験型の研
修内容を充実させていき
たい。
・効果的な研修プログラ
ムとするには、講師の資
質向上が重要である。
・同和問題については、
他の人権課題と関連させ
ながら実施したことによ
り、正しい認識を深めて
もらうことができた。
・子どもの人権について
は、就学前の教育にも関
わることで保護者の啓発
にもつなげていきたい。
・高齢者の人権について
は、会議等の機会を活用
して介護施設等に積極
的に実施を働きかけた。
今後も同様に取組んでい
きたい。
・犯罪被害者等の人権に
ついての研修は、NPOと
連携協力することで、情
報共有にとどまらず、講
演会や研修会等を共催
するなどの連携につな
がった。

意見： 「知らないで人権を侵害することがあるので、認
識を深めることが大切である」関係機関とも連携して効果的な研

修プログラムを作成する。

実施上の課題
ＨＩＶ感染者等：大変良かった78％

で捉え直すことが大切であると理解でき

た」

実施上の課題

意見： 「自分の考えをしっかり伝えられるようにしっかり
生きていきたい」

平成26年度当初予算： 9,904千円 高齢者：大変良かった　90％

平成26年度の取組状況

意見： 「多様な視点からの同和問題研修内容であっ
た」「差別行為をしたり、受けたりしない環境づく
り、意識づくりが大切である」

女性：大変良かった 86％

計画（P)
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参加体験型の研修内容の充実

ハンセン病元患者等：大変良かった58％、良かった21％

意見：

平成27年度当初予算：

平成30年度の目指すべき姿

平成27年度計画
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

・研修講師の派遣
・事業のPR○ 振り返りシートでの評価・意見

同和問題：大変良かった 73％

9,988千円

災害と人権 意見：「防災と同一視していたが、人権の視点

「差別と偏見の厳しさを感じ、何らかの取り組み
をしなければと思った」

外国人：大変良かった　90％

犯罪被害者等 意見：「現実は大変厳しく、何か対策を考え
な ければならない」

取組名 （公財）高知県人権啓発センター講師による人権研修の実施 担当課 人権課

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度人権問題に対する正しい認識を深めるため、センター職員や登録講
師等を派遣し、研修を実施している。今後は研修内容を更に充実さ
せていくことが必要である。
また、基本方針改定で新たに追加された３課題については、今後人
権全般等の研修時にふれていくことも必要である。
平成25年度実績：のべ204回実施（人権全般：84回、同和問題：51
回、女性：7回、子ども：9回、高齢者：15 回、障害者：16 回、HIV感染
者等：1回、外国人:6回、災害と人権：6回、ハラスメント：15回）

（県民の）「人権」に対する正しい
理解と認識が高まる。

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

現状と課題
（平成25年度末）

平成30年度

取組
内容

同和問題をはじめとする、あらゆる人権問題に対する理解と認識を
深めるため、自治体や企業等、各種団体が行う人権啓発研修に専
任研修講師や登録講師を講師として派遣し、研修をおこなう。

「今後の生活や仕事に生かせる
内容であった」の割合：80％以上

 HIV感染者等

 犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害 　災害と人権

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者  障害者

 ハンセン病元患者等  外国人

人権に関する研修内容の充実 



現状と課題
（平成25年度末）

各人権課題の現状と課題の把握に
努める。

他機関と連携・協力し、各人権課題
の現状と課題の把握に努める。

・「人権啓発シリーズ集」：2,000部
　テキスト「職場の人間関係づくり」：
5,000部
・「差別をなくするために」（同和問題）：
500部
・啓発パネルの作成：えせ同和行為、
犯罪被害者の人権、高知県人権施策
基本方針－第1次改定版－

○職場内での研修等にも活用しやすいと評価さ
れ、送付依頼が多くあった。また、学校の授業や
社会教育の現場で使用され、幅広く活用してもら
うことができた。

・新たな内容を加え、充実
させることが重要である。
・作成した啓発パネルを
活用してもらうように継続
的な広報が必要である。

各人権課題に関する啓発資料を作
成し、配布する。

平成26年度当初予算： 1,498千円 平成27年度当初予算： 1,496千円

実施上の課題 実施上の課題

人権問題に関する啓発資料を作成し、配布することによって、人権問
題に対する理解を深めてもらうとともに研修等で活用している。
今後もその取組を継続するとともに、人権全般や各個別の人権課題
に関する内容を盛り込んだものにしていくことが必要である。 啓発冊子を活用した研修等を実

施することで、人権全般につい
て、正しい理解と認識のある県民
が多くなる。

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

－

 HIV感染者等

・各人権課題に関する啓発資料の
作成及び配布
・啓発パネルの作成

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

 ハンセン病元患者等  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害 　災害と人権

取組
内容

興味・関心の持てる内容のテキストや啓発用の冊子、資料、リーフレッ
トを作成し、配布する。また、貸出用の啓発パネルを作成する。

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者  障害者

16

取組名 啓発用の冊子、資料、リーフレット、パネル等の作成・配布・展示 担当課 人権課

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

啓発用の冊子、資料、リーフレット、パネル等の作成・ 

 配布・展示 



●

●

●

●
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取組名 人権啓発映画放映等事業・人権啓発スポット事業 担当課 人権課

子どもから高齢者まで、幅広い世代の人権意識を高めるため、人権啓
発映画のテレビ放映やミニ番組の制作放送、スポットCMを放送してい
る。
今後は、新たに追加された３つの人権課題も含めて、内容を検討して
いくことが必要である。

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

現状と課題

（県民の）人権に対する正しい理
解と認識が高まる。

（平成25年度末）

取組
内容

・基本方針で示した個別人権課題を扱った人権啓発映画を映画会社
等から借りて、テレビで放映する。
・身近な人権問題をテーマに人にスポットをあてて、親しみやすいミニ
番組を放送する。
・基本方針で示した個別人権課題について、テレビ・ラジオを使用した
スポットCMを放送する。

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

各人権課題に関する人権啓発映
画を５年間で各１回以上テレビ放
映する

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者  障害者  HIV感染者等

 ハンセン病元患者等  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害 　災害と人権

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

・人権啓発映画のテレビ放映
・ミニ番組「心呼吸しよう」の放送
・スポットCMの放送

・人権啓発映画 ・人権啓発映画 ・映画テレビ放映
　視聴率向上につながるよう効
果的な広報手段について検討す
る必要がある。
・ミニ番組
　人にスポットをあてることによっ
て、共感されやすい番組が制作
できた。
　県内の取組の情報を収集し、
より身近に感じられる番組として
いきたい。
・スポットCM
　「インターネットによる人権侵
害」について新たに制作すること
ができた。
　それぞれの人権課題の一部分
を切り出しての制作となるため、
同じ人権課題であっても切り口
を変えながら制作していく必要が
ある。
　放送時期や時間について工夫
をし、幅広い世代への啓発がで
きたと思われるが、効果検証が
難しい。

・基本方針で示した個別の人権課
題を扱った人権啓発映画のテレビ
放映
・ミニ番組「心呼吸しよう」の放送
・スポットCMの放送

　6/22：「ほんとの空」（意識と人権/放送時間：36
分）、11/15：「ボクとガク　あの夏のものがたり」
（子どもの人権/放送時間：42分）

6/22：視聴率 2.1％

11/15：視聴率 3.4％

・ミニ番組

・ミニ番組「心呼吸しよう」 番組の最後に啓発事
業の告知を入れること
により、周知につな
がった。

８～11月、１、２月の毎月最終日曜日の17：25～
17：30に放送（翌土曜日9：55～10:00再放送）

8/31：高齢者、9/28：子ども、10/26：ふれあい支
援事業取組事例、11/30：障害者、1/25：子ども、
2/22：障害者

・スポットCM

各人権課題について
の啓発週間・月間等
の時期に放送すること
で、他の取組と併せた
啓発とすることができ
た。

平成26年度当初予算： 9,894千円 ・スポットCM：６つの人権課題について放送 平成27年度当初予算： 6,805千円

実施上の課題
テレビCM

実施上の課題
高齢者：9/15～9/21（46回）、　女性：11/19～
11/25（45回）、　ＨＩＶ感染者等：11/25～12/1
（45回）、　インターネットによる人権侵害：12/4
～12/10（50回）

効果的な広報に努め視聴率向上に
つなげる。

効果的な広報に努め視聴率向上に
つなげる。

ラジオCM

外国人：10/6～10/12（27回）、　子ども：11/14
～11/20（27回）

人権啓発映画放映等事業・人権啓発スポット事業 



ニーズや課題、講師等の情報収集
に努める。

ニーズや課題、執筆者の情報収集
に努め、広く探求していく。
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平成26年度当初予算： 220千円 220千円

実施上の課題 実施上の課題

平成27年度当初予算：

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

 インターネットによる人権侵害 　災害と人権

6/7：犯罪被害者等の人権 ○ (公財)高知県人権啓発センターの事業やセミ
ナーの紹介を併せて掲載したことにより、講演会
の告知及び受講者増につながった。

新たに追加された３つの
人権課題を含め、６つの
人権課題について幅広く
啓発することが出来た。
さまざまな人権課題を
テーマとできるよう複数年
にわたる計画を立てる必
要がある。

・内容や執筆者の検討
・高知新聞への掲載（年７回）7/17：インターネットと人権

8/20：ＨＩＶ感染者と就労支援

9/25：障害者の人権

10/15：性的少数者の人権

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

取組
内容

さまざまな人権課題について、有識者や(公財)高知県人権啓発セン
ターで実施する事業の講師などに啓発コラムの執筆を依頼し、高知新
聞に掲載する。

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども

 ハンセン病元患者  外国人  犯罪被害者等

 高齢者

・内容や執筆者の検討
・高知新聞への掲載（年７回）

11/22：障害者の人権

12/18：災害と人権

 障害者

平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

（県民の）人権に対する正しい理
解と認識が高まる。

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

各人権課題について、５年間で２
回以上それぞれ掲載する

 HIV感染者等

取組名 人権課題に関するコラムの新聞掲載 担当課 人権課

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度
身近な人権課題について知ってもらい、考えるきっかけとするために
高知新聞にコラムを掲載している。
今後は、新たに追加された３つの人権課題についても取り上げていく
必要がある。
平成25年度掲載回数：７回

現状と課題
（平成25年度末）

人権課題に関するコラムの新聞掲載 



取組名 公共交通機関を活用した人権啓発広告等 担当課 人権課
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平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿
バス車内への広告掲示や列車へのポスター掲示等を行っており、広く
県民の目にふれるかたちでの啓発活動に取り組んでいる。
今後は、継続した取組と掲載内容等の工夫が必要である。

現状と課題

（県民の）「人権」に対する正しい
理解と認識が高まる。

（平成25年度末）

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

取組
内容

・県内を運行しているバス車内に人権啓発広告を掲示する。
・JR、土佐くろしお鉄道の車内、主な駅舎内に人権啓発行事等のポス
ターを掲示する。 －

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者  障害者  HIV感染者等

 ハンセン病元患者  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害 　災害と人権

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

・バス車内への啓発広告の掲示
・JR、土佐くろしお鉄道の車内、主
な駅舎内へのポスター掲示
・今後の取組に向けて内容等の検
討

バス車内広告 ●公共交通機関利用者など多くの県民の方々に
「部落差別をなくする運動」強調旬間及び人権週
間並びにそれぞれの期間中に実施した啓発事業
の周知が実施できた。

・掲示時期、期間ともに適
切であった。
・当該時期が「部落差別
をなくする運動」強調旬間
及び人権週間であること
を周知するという効果は
あると考えられることか
ら、今後も適切な時期に
掲示していく。
・バス車内への掲示は多
くの乗客に読んでもらえ
るように工夫する必要が
ある。

・バス車内への啓発広告の掲示を
行う。
・JR、土佐くろしお鉄道の車内、主
な駅舎内への啓発行事等のポス
ター掲示を行う。
・路面電車１車両を６～12月の間独
占し、車内全ポスター枠に人権啓
発資料を掲示する。
・今後の取組に向けて内容等を検
討する。

・高知県交通バス：40台

 運行期間：H26.6.20～7.20

・とさでん交通バス：60台

 運行期間：H26.11.8～12.7

JR四国及び土佐くろしお鉄道の車内広
告

・JR四国：10両

 運行期間：H26.7.1～H27.3.31

平成26年度当初予算： 970千円 ・土佐くろしお鉄道：６両 平成27年度当初予算： 3,419千円

実施上の課題
 運行期間：H26.6.15～H27.3.14

実施上の課題

・効果的な啓発となるよう、広告内
容や時期を検討する。
・他の広告方法等について、情報収
集に努める。

・効果的な啓発となるよう、掲示内
容や時期を検討する。
・関係機関と連携をとり、内容を充
実させる。

公共交通機関を活用した人権啓発広告等 



実施上の課題 実施上の課題

計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

・人権課題に関する図書や視聴覚
教材の整備
・効果的な情報発信に努める。

・図書の購入数：204冊
・DVD購入数：12本
・ホームページで蔵書・DVDを人権課
題ごとに検索できるデータベースを構
築した。

●図書貸出：133冊
●ビデオ・DVD貸出：303本
●ビデオ・DVD視聴者数：10,711人
●パネル貸出回数：14回
●HPアクセス数：67,270件

・幅広く人権課題に関す
る書籍や雑誌、視聴覚教
材を購入整備し、貸し出
すことができた。
・図書7,326冊、視聴覚教
材493本をホームぺージ
上で検索できる機能は、
貸出希望者の利便性向
上につながった。研修等
の機会を活用しながら周
知に努めたい。
・図書貸出数が減少して
いることから、利便性向
上のため団体貸出等を
検討する。ホームページを県民が利用しやす

いように改善する。

・人権課題に関する図書や視聴覚
教材を整備し、団体貸出も可能と
する。
・効果的な情報発信に努める。

平成26年度当初予算： 3,130千円 平成27年度当初予算： 3,338千円

ホームページを県民が利用しやす
いように改善する。

幅広く人権問題に関する書籍や雑誌、視聴覚教材を購入整備し、無
料で貸し出しを行っている。
今後は、県民に更に図書資料室の存在を知ってもらい、活用してもら
う必要がある。
平成24年度実績：利用者 560人、図書・ビデオ・DVD・パネルの貸出
726件

現状と課題
（平成25年度末）

 子ども  高齢者

 ハンセン病元患者  外国人  犯罪被害者等

 HIV感染者等

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等
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－

 障害者

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)

 インターネットによる人権侵害 　災害と人権

該当する
人権課題

 同和問題  女性

平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

県民に身近な図書資料室として
認知され、人権に関する生涯学
習の場や資料を十分に提供でき
る施設となる。

取組名 県立人権啓発センター　図書資料室の活性化 担当課 人権課

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度

取組
内容

・ニーズのある書籍やDVD等の購入
・ホームページや人権啓発センターだより、研修会などによるPRによ
る活性化

ホームページや人権啓発センターだより、研修会な

どによるPR 

書籍やDVD等の購入・貸出 



災害と人権：２回

現状と課題
（平成25年度末）

掲載記事のテーマや内容が充実す
るよう、年間計画を作成する。 犯罪被害者等：６回

インターネットによる人権侵害：５回

人権啓発センターだよりの発信
（ホームページに掲載・毎月10日）

 高齢者

施設の利用案内や県民啓発事業及び「じんけんライブラリー」の図
書、雑誌、視聴覚教材等を紹介する「人権啓発センターだより」を月１
回発信する。

人権啓発センターだよりの発信
（ホームページに掲載・毎月10日）人権課題別の掲載回数

同和問題：13回

女性：９回

子ども：20回

高齢者：６回

人権啓発イベントや視聴
覚教材等の情報発信に
対する電話やインター
ネットでの問い合わせな
どあり、人権意識の普及・
高揚につながっている。
人権に関するイベントや
最新情報など広報等にも
努め、県民の方々にもっ
と興味をもっていただける
情報誌とするよう努める。

239千円

○ 掲載した人権啓発イベントや視聴覚教材等に
ついて、電話やインターネットでの問い合わせな
どがあった。

障害者：21回

ＨＩＶ感染者等：１回

ハンセン病元患者等：１回

平成27年度当初予算：

実施上の課題

掲載記事のテーマや内容が充実す
るよう、年間計画を作成する。

人権啓発センターだよりの発信：12回

外国人：５回

平成26年度当初予算： 254千円

実施上の課題

「人権啓発センターだより」を毎
月発行する。

　県立人権啓発センターの施設
のことや（公財）高知県人権啓発
センターの研修等の取組につい
ての認知度が高まる。

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)

 ハンセン病元患者  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害 　災害と人権

計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム
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 障害者  HIV感染者等

平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

取組名 「人権啓発センターだより」の発行 担当課 人権課

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度

該当する
人権課題

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

取組
内容

県立人権啓発センターの施設や（公財）高知県人権啓発センターの研
修等の取組については、ホームページ上で情報発信している。
今後は、その取組を更に発展させ、新たに「人権啓発センターだより」
を発信し、より多くの多様な内容について知ってもらい、理解してもらう
ことが必要である。

 同和問題  女性  子ども

「人権啓発センターだよりの発行 



現状と課題
（平成25年度末）

今後の取組の方向性を見極める。 新たなスポーツ組織と連携すること
になるため、情報共有を密に行う必
要となる。

・冠協賛試合（9/12）での人権横断幕
の掲示、場内アナウンスによる人権啓
発、人権啓発物品の配布
・野球教室（11/1）でのファイティング
ドッグスの選手による人権スピーチ
・人権啓発横断幕の掲出（7/11～9/15
間の試合時）

●冠協賛試合への参加者数は738人であり、子
どもから高齢者までの幅広い年齢層に啓発する
ことができた。
●野球教室への参加者数は81人であり、子ども
たちに対し、啓発することができた。
○冠協賛試合でのアンケートの「この催しを見て
人権に対する関心をもてましたか？」の問いに対
し「大変関心をもてた」「まあまあ関心をもてた」が
82.4％を占めた。
また、「今後もこのようなイベントを行うことが良い
と思いますか？」に対しては「積極的に行うことが
よい」「行うべきである」が95.4％であった。

アンケート結果からは、
県民の意識啓発を図る効
果は大いにあったと考え
られる。グラウンドという
広い空間での啓発である
ため、大きな人権啓発横
断幕で見やすくしたり、人
権キャラクターを登場させ
て場の雰囲気にあったＰ
Ｒ活動にしたことも効果
的であった。
なお、野球を通しての啓
発活動を２年間実施して
きたが、野球観戦者に対
象が限られる。幅広い啓
発を行うためには、連携
先の追加も検討する必要
がある。

・サッカーの冠協賛試合とサッカー
教室及び野球教室の実施
・観戦者の年齢層に合わせた啓発
方法の検討
・効果的な広報活動の実施に向け
た情報収集

平成26年度当初予算： 1,844千円 平成27年度当初予算： 1,868千円

実施上の課題 実施上の課題

いじめなどの県民に身近な人権問題に関心を持ってもらい、理解と認
識を深めてもらうため、県内のスポーツ組織と連携協力して人権啓発
に関する取組を実施している。
今後も継続するとともに、より効果のある内容に発展させていくことが
必要である。

身近なスポーツを通じた人権啓
発の取組により、人権を身近な
問題としてとらえる県民が多くな
る。

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

イベント参加者の「人権に関する
新しい気づきがあった」の割合を
90％以上にする。

 HIV感染者等

・冠試合での人権に関する啓発
・野球教室の実施

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

 ハンセン病元患者  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害 　災害と人権

取組
内容

　県内のスポーツ組織と連携協力し、人権啓発活動を実施する。

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者  障害者
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取組名 スポーツ組織等との協働イベントの開催 担当課 人権課

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

スポーツ組織等との協働イベントの開催 



取組名 「みんなで豊かな農林漁業」人権啓発委託事業 担当課 農業政策課
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人権に関する施策を講じてきた結果、啓発による人権意識の高揚は
見られるものの、まだ、課題が残っているため、啓発用資料等の配布
を今後も継続していくことが必要である。

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

団体職員が、農林漁業を振興す
るうえで阻害要因となっている人
権問題に対して人権意識を持
ち、正しい理解と認識を深めてい
る。

現状と課題
（平成25年度末）

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

取組
内容

農林漁業団体職員の人権意識向上のための啓発活動を推進
普及啓発資料の配布とあわせて
実施するアンケートにおいて、所
管団体（農業協同組合）全てが
80点以上を獲得している。

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者  障害者  HIV感染者等

 ハンセン病元患者等  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害 　災害と人権

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

・人権啓発資料の配布及び本事業
の分析アンケート
・研修会の開催（１回）

・農業協同組合、農業生産法人等に人
権啓発パンフレットの配布及び人権啓
発活動に関するアンケート調査の実施
対象：35団体（回収：32団体・回収率：
91.4％）
・当初計画していた研修は講師との都
合が合わず開催できなかった。

・アンケート結果からは、
人権問題に主体的に取り
組む団体が減少した。
（80点以上を獲得した団
体が25年度14団体→26
年度2団体に減少）
・目標である80点以上を
獲得する団体は2団体で
あった。

人権啓発資料の配布及び本事業
の分析アンケート

平成26年度当初予算： 237千円 平成27年度当初予算： 237千円

実施上の課題 実施上の課題

分析アンケートの回答でも目標とし
ている80点以上獲得する団体が少
ない。

パンフレットの配布にあわせて、人
権問題に関する自己チェックシート
の配布や、パンフレットを活用して
各団体で勉強会等を開催するよう
に文書で投げかけるなど、主体的
に人権啓発活動に取り組める環境
を支援する必要がある。

普及啓発資料の配布 



取組名 「みんなで豊かな農林漁業」人権啓発委託事業 担当課 森づくり推進課
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人権に関する施策を講じてきた結果、啓発による人権意識の高揚は
見られるものの、まだ、課題が残っているため、啓発用資料等の配布
を今後も継続していくことが必要である。

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

団体職員が、農林漁業を振興す
るうえで阻害要因となっている人
権問題に対して人権意識を持
ち、正しい理解と認識を深めてい
る。

現状と課題
（平成25年度末）

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

取組
内容

農林漁業団体職員の人権意識向上のための啓発活動を推進
普及啓発資料の配布とあわせて
実施するアンケートにおいて、所
管団体（森林組合、森連）全てが
80点以上を獲得している。

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者  障害者  HIV感染者等

 ハンセン病元患者等  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害 　災害と人権

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

人権啓発資料の配布及び本事業
の分析アンケート

・24団体に人権啓発資料の配布
（1/23）
・本事業の分析アンケートの実施
（1/23・回収24団体・回収率100％）

・分析アンケートについ
て、80点以上を獲得する
団体がH25の10団体から
7団体に減少した。
・現在は各組合が独自に
取組んでいるため、人権
に対する意識に差があ
る。今後は県森連とも連
携した取組が必要。

・人権啓発資料の配布及び本事業
の分析アンケート
・県森連と連携した啓発活動

平成26年度当初予算： 48.3千円 平成27年度当初予算： 48千円

実施上の課題 実施上の課題

分析アンケートの回答でも目標とし
ている80点以上獲得する団体が少
ない。

分析アンケートの回答でも目標とし
ている80点以上獲得する団体が少
ない。

普及啓発資料の配布 



取組名 「みんなで豊かな農林漁業」人権啓発委託事業 担当課 水産政策課
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人権に関する施策を講じてきた結果、啓発による人権意識の高揚は
見られるものの、まだ、課題が残っているため、啓発用資料等の配布
を今後も継続していくことが必要である。

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

団体職員が、農林漁業を振興す
るうえで阻害要因となっている人
権問題に対して人権意識を持
ち、正しい理解と認識を深めてい
る。

現状と課題
（平成25年度末）

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

取組
内容

農林漁業団体職員の人権意識向上のための啓発活動を推進

普及啓発資料の配布とあわせて
実施するアンケートにおいて、人
権啓発活動に主体的に取り組ん
でいる漁協等の団体の割合が
80％以上となる。

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者  障害者  HIV感染者等

 ハンセン病元患者等  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害 　災害と人権

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

人権啓発資料の配布及び本事業
の分析アンケート

・漁業協同組合等の水産関係87団体
（支所を含む）にパンフレットを配布
・人権啓発活動等に関するアンケート
調査を実施・回収
（52団体中48団体回収・回収率92.3％）

・分析アンケートについ
て、80点以上を獲得した
団体がH25の３団体から
１団体に減少する結果と
なった。
・本事業のアンケート分
析の結果、人権啓発活動
に主体的に取り組む団体
が減少していることから、
団体が取り組みやすい環
境を支援する必要があ
る。

人権啓発資料、啓発ポスターの配
布及び本事業の分析アンケートの
実施

平成26年度当初予算： 110千円 平成27年度当初予算： 110千円

実施上の課題 実施上の課題

分析アンケートの回答でも目標とし
ている80点以上獲得する団体が少
ない。

新たに送付する啓発ポスターを職
員の目に触れる場所に掲示しても
らい、人権意識を向上させる必要
がある。

普及啓発資料の配布 



・必要な物資・器材の購入に係る経
費を市町村に対し補助
・ブロック別運営研修会の実施（２
回）
・運営訓練マニュアルの作成

・必要な物資・器材の購入に係る経費
を市町村に対し補助
・ブロック別運営研修会の実施：５ブ
ロック×２回、高知市１回（７月、１～２
月）
・運営訓練マニュアルの作成：2,000部

● 高知県福祉避難所指定促進等事業費補助金
の活用数：13市町村29施設
● ブロック別研修会参加者数：604人（１回目
303人、２回目 301人）
● 福祉避難所指定数：33市町村163施設（平成
27年３月末現在）

・指定数は着実に増加し
ているが、大規模災害時
に想定される要配慮者数
に対しては不足が見込ま
れるため、更なる指定数
増加・機能強化が必要
・各福祉避難所で、運営
訓練マニュアルの活用等
により、運営体制を構築
することが必要

高知県福祉避難所指定促進等事
業費補助金の拡充（物資・器材の
購入補助に加え、備蓄倉庫の購入
設置費及び運営訓練等に係る経費
を補助対象とする。）による整備支
援

平成26年度当初予算： 55,842千円 平成27年度当初予算： 45,000千円

実施上の課題 実施上の課題

福祉避難所の指定が進んでいない
市町村における課題の洗い出しと
指定に向けた支援

地域本部や福祉保健所等の県関
係機関と情報共有し、市町村に継
続した支援を実施

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

 障害者  HIV感染者等

 ハンセン病元患者等  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害 　災害と人権

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者

県内全市町村で１施設以上の指
定がされ、必要数を確保する取
組が進んでいるとともに運営体
制の強化が図られており、災害
時における要配慮者の避難支援
対策の取組が進んでいる。

（平成25年度末）

取組
内容

災害発生時における要配慮者避難支援のため、福祉避難所の指定
を促進

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

－
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取組名 福祉避難所の指定促進 担当課 地域福祉政策課

現状と課題
福祉避難所の指定に関しては、平成25年度末で、県内26市町村108
施設で指定が行われている。
また、更なる指定促進のため、備蓄物資の購入助成等についての検
討を行う。

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

運営体制の充実・強化 

県内全市町村で 

１施設以上の指定 



高齢者福祉課

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

取組名 社会福祉施設の耐震化の促進、施設改修等及び高台移転等への支援 担当課
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平成27年度までに耐震化100％
高知県南海トラフ地震対策行動
計画

（平成25年度末）

現状と課題

 ハンセン病元患者等  外国人  犯罪被害者等

耐震化が完了していない社会福祉施設がある。
また、地震発生時津波浸水予測区域内に存在している社会福祉施設
がある。
施設の耐震化及び避難等のための施設改修や設備整備、高台移転
等の避難対策が必要。

 インターネットによる人権侵害

全ての社会福祉施設で施設の実
情に応じた防災対策が整備され
るとともに事業継続に必要な計
画が策定されたうえで、定期的に
訓練が実施され、それにより更に
防災対策が適宜見直される等、
防災対策、事業継続における
PDCAが根付いている。

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

取組
内容

・社会福祉施設の耐震化の促進
・社会福祉施設の施設改修等への支援
・社会福祉施設の高台移転等への支援（意向のある施設数：34施設）

　災害と人権

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者  障害者  HIV感染者等

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

施設の耐震化について
は、312施設中299施設が
完了し、進捗率は95.8％
（平成27年３月末現在）。
高台移転については引き
続き検討を行う。

・防災、避難等に必要な施設改修、
防災備品の整備への助成
　予算額　施設改修等：20,000,000
　　　　　装備確保事業：10,000,000

平成26年度当初予算： 94,393千円 平成27年度当初予算： 30,000千円

実施上の課題 実施上の課題

移転先の確保、資金の調達、関連
施設との一体的な移転が必要

移転先の確保、資金の調達、関連
施設との一体的な移転が必要

・特別養護老人ホーム１施設が具
体的に移転を検討中、1施設は５年
以内の移転を検討中
・防災、避難等に必要な施設改修、
防災備品の整備への助成
・グループホーム１施設が移転予定

・施設改修：1件　20,000千円
・ガラス飛散防止改修：1件　833千円
・防災備品の整備：44件　10,140千円

耐震化の促進 

高台移転等への 

補助・施設改修等

への補助 



取組名 こうち防災備えちょき隊の派遣による防災対策の促進・BCP策定支援講座の開催等 担当課 高齢者福祉課

・実情に応じた防災マニュアルの整備や避難訓練等が十分でない社
会福祉施設があり、被災時に支援の必要な高齢者等が逃げ遅れる
恐れがある。
・事業継続計画事業（BCP)が策定されていない。

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

全ての社会福祉施設で施設の
実情に応じた防災対策が整備さ
れるとともに事業継続に必要な
計画が策定されたうえで、定期
的に訓練が実施され、それによ
り更に防災対策が適宜見直され
る等、防災対策、事業継続にお
けるPDCAが根付いている。

現状と課題
（平成25年度末）

取組
内容

・こうち防災備えちょき隊の派遣により、各施設での実情に応じた防
災マニュアルへの改定等を支援
・BCP策定支援講座の開催及び防災対策指針の改定

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

平成27年度までに防災マニュア
ル作成率100％
高知県南海トラフ地震対策行動
計画
平成27年度までに従業者50人
以上の事業所のBCP策定率
50％以上

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者  障害者  HIV感染者等

 ハンセン病元患者等  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害 　災害と人権

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

・希望する事業所に対して、こうち
防災備えちょき隊を派遣。
・従業者50人以上の事業所に対し
てBCP策定講座を開催。

・ホームページでのこうち防災備えちょ
き隊のPR
・こうち防災備えちょき隊派遣：10施設
等へ24人派遣
・BCP策定支援講座の開催：７回
高知市内及び四万十市

●32施設が講座を受講（うち従業員50人以上の
施設が18施設受講）
○17施設でBCPが完成した。

従業員50人以上の事業
所は36施設あり、そのう
ち17施設でBCPが完成し
た（47.2％）。

・ホームページでのこうち防災備え
ちょき隊のPR
・希望する事業所に対して、こうち
防災備えちょき隊を派遣。
・従業者50人以上の事業所に対し
てBCP策定講座を開催（主催：障
害保健福祉課（委託事業））

平成26年度当初予算： 826千円 平成27年度当初予算： 367千円

実施上の課題

こうち防災備えちょき隊の派遣を希
望する施設が減少しており、周知
が必要

－

実施上の課題
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こうち防災備えちょき隊の派遣による防災対策の促進 

BCP支援講座の開

催、防災対策指針



取組名 社会福祉施設の高台等への移転支援、避難スペースの整備促進 担当課 障害保健福祉課

津波による被害を受ける恐れのある障害者施設等は62か所あるが、
社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金による高台移転の支援は、
対象施設が限定されているうえに、時限的である。
避難スペースの整備を含む施設整備費（国庫補助事業）は、国の予
算が縮小されている。

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

現状と課題
・津波による被害を受ける恐れの
ある施設が減っている。
・避難スペースの整備が進み、
障害特性に応じた福祉避難所が
増えている。

（平成25年度末）

取組
内容

・津波による被害を受ける恐れのある社会福祉施設の高台等への移
転を支援
・社会福祉施設における在宅障害者向け避難スペースの確保を支援 数値目標・設定年度

根拠となるプラン名等

－

　災害と人権

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者  障害者  HIV感染者等

 ハンセン病元患者等  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

・障害者支援施設３施設の高台移
転を支援する。
・障害児入所施設１施設（宿毛市）
の避難スペース整備を支援する。

・障害者支援施設１施設（香南市）で高
台移転が完了
・高台移転の２施設とも移転先用地は
確保できたが、入札不調により27年度
に繰り越し
・宿毛市の障害児入所施設に避難ス
ペースを整備した

・２施設とも27年度中に移
転完了見込み
・幡多地域の在宅重症心
身障害児者の受け入れ
先が確保できた

・26年度からの繰り越し分（２施設）
及び通所施設１施設（香南市）の高
台移転を支援
・２施設で整備（安芸市、田野町）

平成26年度当初予算： 617,700千円 平成27年度当初予算： 187,100千円

実施上の課題

移転先の用地の確保
・最近の建設工事の状況（入札不
調）による工事の遅延
・国庫補助金の確保

実施上の課題
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社会福祉施設の高台等への移転支援 

避難スペースの整備促進 



取組名 避難所運営訓練（HUG）の普及 担当課 南海トラフ地震対策課

現状と課題 人権に配慮した避難所の運営が行える体制とするため、自治体職員
や住民を対象にした訓練や研修が必要である。

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

（平成25年度末）

地域の防災リーダーにより、人権
に配慮した避難所運営ができる
ようにする。

取組
内容

避難者の年齢や性別、それぞれが抱える事業が書かれたカード、避
難所に見立てた平面図にどれだけ適切に配置できるか、また、避難
所で起こるさまざまな出来事にどう対応していくかを模擬体験できる
「避難所運営訓練（HUG）」の研修を実施し、地域防災力の向上を図
る。

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

高知県南海トラフ地震対策行動
計画

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者  HIV感染者等

 ハンセン病元患者等  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害 　災害と人権

 障害者

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

避難所運営訓練（HUG)の普及、年
４回研修実施

避難所運営訓練（HUG)研修の実施：４
回
安芸市(11/23)、高知市(11/22)、津野
町(1/24)、四万十市(1/11）

●避難所運営訓練（HUG)研修 参加者数：78人 市町村や地域本部を通じ
て、訓練への参加呼びか
けを行う必要がある

避難所運営訓練（HUG)の普及、年
３回研修実施

平成26年度当初予算： 2,106千円 平成27年度当初予算： 2,984千円

実施上の課題

より多くの住民に参加いただくととも
に、各地域において避難所運営訓
練を実施していただく必要がある。

避難所運営訓練（HUG)へより多く
の方に参加いただくとともに、各地
域で避難所運営訓練の実施や避難
所の運営マニュアル作成につなげ
る必要がある。

実施上の課題
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避難所運営訓練の研修実施 



避難行動要支援者名簿に基づいた
個別の避難計画（個別計画）の作
成体制の構築を市町村に対し支援

・市町村における避難行動要支援者名
簿作成支援：34市町村
・こうち支え合いチャレンジプロジェクト
研修：２回（8/20、1/14）

●全市町村で避難行動要支援者名簿作成
○名簿作成により、各市町村で個別計画の作成
体制構築の準備ができた。

市町村における災害時要
配慮者避難支援体制の
円滑な構築が進んでい
る。

・「要配慮者避難支援対策事業費
補助金」の創設
・個別計画の策定や避難訓練に係
る経費を助成し、避難支援体制の
構築を市町村に対し支援

平成26年度当初予算： 5,900千円 平成27年度当初予算： 19,632千円

実施上の課題 実施上の課題

福祉避難所の指定が進んでいない
市町村における課題の洗い出しと
指定に向けた支援

市町村における災害時要配慮者避
難支援体制の円滑な構築に向けた
支援

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

 障害者  HIV感染者等

 ハンセン病元患者等  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害 　災害と人権

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者

各市町村及び各地域において、
避難行動要支援者名簿の整備
や個別の避難計画の策定が進
み、避難支援体制の構築がなさ
れている。

（平成25年度末）

取組
内容

要配慮者のうち、災害時に１人では避難することが困難な避難行動要
支援者の名簿の整備等、避難支援体制の構築を促進

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

－
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取組名 支え合いの地域づくり事業 担当課 地域福祉政策課

現状と課題
平成26年４月１日施行となる改正災害対策基本法において、市町村
に義務付けされる避難行動要支援者名簿の作成を支援していくととも
に、併せて個別計画の作成についても支援を検討する。

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

  
高知県災害時における要配慮者避難支援ガイドラインに 

よる要配慮者支援の取組 

災害時要配慮者避難支援体制の構築の促進 



・災害応急救助研修（県民等が対
象）
・災害救助法事務説明会（市町村
職員対象）

・災害応急救助研修：３回（高知市
9/20、安芸市 9/21、黒潮町 1/31）
・災害救助法事務説明会：１回（6/2）

●災害応急救助研修 参加者数：351人
●災害救助法事務説明会 参加者数：約100人
○県民及び市町村職員に対し災害救助に関する
知識の普及啓発が行えた。

・災害救助に関する正し
い知識の普及啓発等の
ためには、継続した取組
が必要
・一般参加者は高齢者が
多いことから、若い世代
の参加者を増やす工夫
が必要

・災害応急救助研修（県民等が対
象）
・災害救助法事務説明会（市町村
職員対象）

平成26年度当初予算： 289千円 平成27年度当初予算： 330千円

実施上の課題 実施上の課題

災害救助に関する正しい知識の普
及啓発及び関係職員に対する災害
時の役割と体制の周知徹底をす
る。

・災害救助に関する正しい知識の
普及啓発及び関係職員に対する災
害時の役割と体制の周知徹底をす
る。

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

 障害者  HIV感染者等

 ハンセン病元患者等  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害 　災害と人権

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者

県民及び市町村職員において、
災害に対する意識が高まる。

取組
内容

県民及び市町村職員等に対し、災害救助に関連する研修会を開催

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

－
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取組名 災害救助対策事業 担当課 地域福祉政策課

現状と課題 地域住民を守る災害救護救援研修会の開催により、自身、家族、地
域住民を守るための具体的な知識、技術を身に付け、災害に備える。

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

（平成25年度末）

研修会参加により、自助・共助力を身につける 



・災害ボランティア活動支援本部
ネットワーク会議
・初期行動計画ガイドライン策定
・被災者支援フォーラム
・災害ボランティアセンター運営模
擬訓練
・災害ボランティアセンター中核ス
タッフ研修

・災害ボランティア活動支援本部の
設置：8/4～15
・災害ボランティア活動支援本部
ネットワーク会議：１回（11/19）
・初期行動計画ガイドライン策定：３
月
・災害ボランティアセンター運営基
礎研修：１回（1/13）
・被災者生活支援フォーラム：１回
（1/30）
　内容：シンポジウム「大規模災害
　　　　　での生活復興支援に学ぶ」
　　　　　ワークショップ「南海トラフ
　　　　　地震の生活復興支援を
　　　　　考える」
・災害ボランティアセンター運営
　模擬訓練の開催支援
・災害ボランティアセンター中核
　スタッフ研修：１回（2/26）

●災害ボランティアセンター運営基礎研修 受講者数：92
人
○「満足」「まあ満足」と回答した参加者は93.6％であり、
「事例を聞くことができ、参考になった」「運営の流れが体
験できたことが大変よかった」「日頃からの取組が重要」と
いった感想が寄せられた。
●被災者生活支援フォーラム 参加者数：48人
○「満足」「まあ満足」と回答した参加者は90.5％であり、
「災害時だけでなく、時間が長くなる生活復興支援も視野
に入れた取組みの重要性を感じた」「支援を行ううえでどこ
にゴールを設定するのかを、考える機会になった」といっ
た感想が寄せられた。
●災害ボランティアセンター運営模擬訓練 実施回数：12
社協・17回
●災害ボランティアセンター中核スタッフ研修 受講者数：
72人
○「満足」「まあ満足」と回答した参加者は93.5％であり、
「シミュレーション等具体的にさまざまな視点から考えるこ
とができてよかった」「事前に話す、計画する、想定するこ
とが大切だと改めて感じた」といった感想が寄せられた。
○各市町村社協での災害時の体制づくりの検討が行え
た。

各市町村社協で
災害ボランティア
センターを円滑に
立ち上げることが
できるための継続
した支援が必要

・災害ボランティア活動支援本部
ネットワーク会議
・初期行動計画ガイドライン策定
・被災者支援フォーラム
・災害ボランティアセンター運営模
擬訓練
・災害ボランティアセンター中核ス
タッフ研修

平成26年度当初予算： 3,188千円 平成27年度当初予算： 3,029千円

実施上の課題 実施上の課題

災害ボランティアセンターを円滑に
立ち上げるための行動計画の策定

災害救助に関する正しい知識の普
及啓発及び関係職員に対する災
害時の役割と体制の周知徹底をす
る。

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

 障害者  HIV感染者等

 ハンセン病元患者等  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害 　災害と人権

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者

災害の規模に応じて、市町村単
位、県域単位で災害ボランティア
センターを設置し、復興を進める
ことで、住民の命や暮らしを守る
ことができる。

取組
内容

県ノウハウの習得・蓄積による人材育成や、東日本大震災のような
大規模災害時に必要となる県域での支援体制を構築する。
　・県域支援体制ガイドラインの策定（H25）
　・市町村社協初期行動計画ガイドライン策定（H26）
　・市町村社協初期行動計画の策定（H30） 数値目標・設定年度

根拠となるプラン名等

－
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取組名 災害ボランティアセンター等体制強化事業（補助金） 担当課 地域福祉政策課

現状と課題
災害時に各被災市町村が自力で災害ボランティアセンターを立ち上
げることができるよう体制強化を図る必要がある。

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

（平成25年度末）

災害ボランティアセンター県域支援体制づくり 

・初期行動計画策定 



取組名 災害時の心のケア体制整備 担当課 障害保健福祉課

避難所での心のケア活動など、市町村等関係者への心のケアマニュ
アルの周知がまだ十分とはいえない。

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿
現状と課題
（平成25年度末）

災害時の心のケア体制が整備で
きている。

取組
内容

災害時の心のケアマニュアルに基づき、市町村を対象とした研修会や
訓練、人材の養成等を通じて、全県での心のケア体制整備を推進 数値目標・設定年度

根拠となるプラン名等

－

 HIV感染者等

 ハンセン病元患者等  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者  障害者

　災害と人権

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

市町村等の災害時の支援者を対象
とした研修会の開催

市町村等の災害時の支援者を対象と
した研修会：１回（1/23）
【目的】
災害時の心のケアの必要性や重要性
を認識するとともに、具体的な活動に
ついて習得する。
【内容】
WHO版心理的応急処置（サイコロジカ
ル・ファーストエイド：PFA）について
【対象】
心のケアに関わる行政職員、医療機
関職員、消防職員、警察職員、保健福
祉関係職員等

●市町村等の災害時の支援者を対象とした研修
会 参加者数：104人
○参加者アンケート結果（98人）
　とても良かった・良かった：97人（99％）

様々な職種の職員が、災
害時の心のケアの必要
性や重要性を認識すると
ともに、具体的な活動に
ついて習得することがで
きた

市町村等の災害時の支援者を対象
とした研修会の開催

平成26年度当初予算： 1,162千円 平成27年度当初予算： 241千円

実施上の課題

国の補助制度の改正により、当該
取組が補助対象とならなくなった。

計画的に人材育成を行う必要があ
る。

実施上の課題
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災害時の心のケア体制整備 



取組名 災害時のボランティアの派遣体制の整備 担当課 障害保健福祉課

ボランティアの登録はあるが、派遣方法の検討や市町村との調整が
必要

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿
現状と課題
（平成25年度末）

災害時のボランティアの派遣体
制が整備できている

取組
内容

災害時聴覚障害者情報支援ボランティアの避難所等への派遣体制の
整備 数値目標・設定年度

根拠となるプラン名等

－

 HIV感染者等

 ハンセン病元患者等  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者  障害者

　災害と人権

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

・高知県災害ボランティア活動支援
本部ネットワーク会議での検討。
・同会議への関係機関の参画

・ネットワーク会議への参加：1回
　関係機関の参画について要望を行っ
た

ボランティアの確保や派
遣方法等の具体的な検
討には至らなかった

・高知県災害ボランティア活動支援
本部ネットワーク会議での検討
・同会議への関係機関の参画

平成26年度当初予算： － 平成27年度当初予算： -

実施上の課題

・高知市以外のボランティアの確保
・派遣方法の検討や市町村との調
整

・高知市以外のボランティアの確保
・派遣方法の検討や市町村との調
整

実施上の課題

35

災害時のボランティアの派遣体制の整備 



現状と課題
（平成25年度末）

相談対応のスキル向上を図る。 相談対応のスキル向上を図る。

面談、文書及び電話相談等への対応 ●相談件数：22件 相談者の多くは話を聞く
だけで気持ちの整理がつ
いて終了することが多い
が、内容によっては専門
機関を紹介するなど、要
望に沿った対応を実施し
た。

人権相談への対応

平成26年度当初予算： 20千円 平成27年度当初予算： 20千円

実施上の課題 実施上の課題

生活のさまざまな場面で人権に関わる問題が発生している現状に対
応するため、人権全般にわたって相談を受け付けている。
今後は、更に相談対応のスキルや関係機関との連携を密にしていく
必要がある。 県民から頼られ信頼される相談

機関としての窓口となる。

数値目標・設定年度
根拠となるプラン名等

－

 HIV感染者等

人権相談への対応

平成26年度の取組状況

平成27年度計画

計画（P)
実行（D)

評価（C)
計画に対する実績 ●アウトプット ・ ○アウトカム

 ハンセン病元患者  外国人  犯罪被害者等  インターネットによる人権侵害 　災害と人権

取組
内容

ホームページやポスター等で広報し、来所、電話等による人権相談に
対応する。内容によっては関係機関と連携して助言する。

該当する
人権課題

 同和問題  女性  子ども  高齢者  障害者
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取組名 （公財）高知県人権啓発センターにおける人権相談の実施 担当課 人権課

平成26年度 平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度の目指すべき姿

人権相談の実施 


